
［Ⅱ－２－(３)事業評価（中間評価）］ （様式６）

Ⅰ　政策等の評価の種類

○事業評価（中間評価）

Ⅱ　実施状況

１　事業評価（中間評価）の対象

一　目的設定の対象外事業「第２期ふるさと秋田元気創造プラン」に掲げる重点戦略及び基本政策に位置付けられていないもの

二　予算体系に掲げる１７の政策（経済雇用対策は除く）前年度の年間事業費（決算額）が３００万円未満のもの

三 その他

　ア　計画事業費が１０億円未満の施設整備事業（当該事業に係る調査・設計を含む。）

　イ　決定済みの補助金交付事業（利子補給金等）

　ウ　計画策定事業、調査・統計事業

２　事業評価（中間評価）の実施時期

○継続事業所管課長の評価 　平成３０年５月

３　事業評価（中間評価）に用いたデータ

○住民ニーズの状況

○目的達成のための方法

○事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み 等

４　事業評価（中間評価）に用いた観点

５　各観点の評価結果を踏まえた総合評価（事業全体の妥当性）の基準

　事業期間が終了する場合

　Ｃ：「見直し」

　Ｅ：「終了」

実施機関：教育委員会

政策等の評価の実施状況及び評価結果の政策等への反映状況

○平成３０年度の当初予算に計上されている継続事業であって、政策予算に係る事業を対象とする。ただし、目的
　設定の対象外事業及び次に掲げる事業を除く。

　各観点のいずれかの評価結果が「Ｃ」判定の場合

観点

○　県関与の妥当性

総合評価の基準

○　事業目標の達成状況

　Ａ：「継続」

　Ｄ：「休廃止」 　全ての観点の全ての評価項目が「Ｃ」判定の場合

　全ての観点の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」判定の場合

　Ｂ：「改善して継続」

有効性

効率性

総合評価の区分

　全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合

○　事業の経済性の妥当性
（費用対効果の対前年度比又はコスト縮減の取組状況）

  ただし、一及び二については、目標値に対する達成率が８０％以下の事業（指標が複数ある場合は、一つで
 も８０％以下の事業）又は教育庁総務課長が特に必要と認める事業は、当該年度の中間評価の対象とする。

必要性
　Ａ：「必要性は高い」
　Ｂ：「必要性はある」
　Ｃ：「必要性は低い」

評価結果

○　住民ニーズに照らした妥当性

　Ａ：「有効性は高い」
　Ｂ：「有効性はある」
　Ｃ：「有効性は低い」

　Ａ：「効率性は高い」
　Ｂ：「効率性はある」
　Ｃ：「効率性は低い」

評価項目

○　現状の課題に照らした妥当性
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１　事業評価(中間評価)結果

　

　○　Ａ「継続」 ２３件

　○　Ｂ「改善して継続」 １１件

　○　Ｃ「見直し」 　０件

　○　Ｄ「休廃止」 　０件

　○　Ｅ「終了」 　１件

　※　詳細は、別紙一覧表及び各評価調書を参照

２　政策等への反映状況

 　事業評価においては、反映状況（対応方針）を評価調書に記載することとしているため、各評価調書を
 参照

  ※　中間評価の結果、Ｄ「休廃止」、Ｅ「終了」とした場合でも、翌年度以降、取組内容を見直した上で
    同じ事業名称で継続実施する場合がある。

（　　０％）

（　　３％）

（　６６％）

（　３１％）

（　　０％）

Ⅲ　事業評価（中間評価）結果の概要及び評価結果の政策等への反映状況

　総評価件数は３５件。
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必
要
性

有
効
性

効
率
性

総
合
評
価

1 5-1
夢実現！高校生ステップアップ
事業

70,585 2017 2019 教育委員会 高校教育課 A B A A

2 5-1
「秋田の産業を担う」人材育成
事業

5,250 2016 2019 教育委員会 高校教育課 B C A B

3 5-2 少人数学習推進事業（小学校） 54,756 2001 - 教育委員会 義務教育課 A A A A

4 5-2 少人数学習推進事業（中学校） 147,640 2001 - 教育委員会 義務教育課 A A B A

5 5-2 学力向上推進事業 4,442 2010 - 教育委員会 義務教育課 A A C B

6 5-2 高校生学校生活サポート事業 12,104 2015 - 教育委員会 高校教育課 A B A A

7 5-3
”心を育てる”セカンドスクー
ル推進事業

9,210 2017 2021 教育委員会 生涯学習課 A B A A

8 5-3 不登校・いじめ問題等対策事業 80,623 2001 - 教育委員会 義務教育課 B B A A

9 5-3
秋田で学ぼう！教育留学推進事
業

5,320 2016 2019 教育委員会 生涯学習課 B C A B

10 5-3 体育連盟補助金 10,030 1967 - 教育委員会 保健体育課 B C B B

11 5-3 スポーツ王国創成事業 9,594 2010 2019 教育委員会 保健体育課 A B C B

12 5-4 育英事業助成費 230,739 1952 - 教育委員会 教育庁総務課 B B A A

13 5-4 私立学校運営費補助金 909,304 1969 - 教育委員会 教育庁総務課 A B B A

14 5-4 私立学校就学支援事業 553,308 2010 - 教育委員会 教育庁総務課 A A B A

15 5-4 秋田工業高等学校整備事業 624,835 2010 2018 教育委員会
教育庁総務課
施設整備室

B B B E

16 5-4 私立幼稚園運営費補助金 367,449 1969 - 教育委員会 幼保推進課 A C C B

17 5-4 高等学校学習環境等整備事業 225,699 2015 2019 教育委員会 高校教育課 A A A A

18 5-4 能代地区専門系統合校整備事業 238,427 2015 2023 教育委員会
教育庁総務課
施設整備室

B B B A

19 5-4 横手高等学校整備事業 94,865 2017 2025 教育委員会
教育庁総務課
施設整備室

B B B A

20 5-4
学校・家庭・地域連携総合推進
事業

58,479 2010 - 教育委員会 生涯学習課 A A A A

21 5-4 学校安全推進事業 6,345 2014 - 教育委員会 保健体育課 A A B A

22 5-4
大人が支える！インターネット
セーフティ推進事業

8,887 2017 2021 教育委員会 生涯学習課 A A A A

23 5-4 学校事務センター支援事業 76,754 2005 - 教育委員会 義務教育課 A B A A

24 5-4 学校アシスタント配置事業 27,379 2015 - 教育委員会 義務教育課 A A B A

25 5-5
読書が広がるホップ・ステッ
プ・ジャンプ事業

9,500 2017 2019 教育委員会 生涯学習課 B A A A

評価

平成３０年度事業（中間）評価結果一覧表（政策体系順）

No.
施
策

－
政
策 事業名

事業
評価額
(千円）

開始
年度

終了
年度

部局 所属
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必
要
性

有
効
性

効
率
性

総
合
評
価

評価

平成３０年度事業（中間）評価結果一覧表（政策体系順）

No.
施
策

－
政
策 事業名

事業
評価額
(千円）

開始
年度

終了
年度

部局 所属

26 5-5
世界遺産－縄文ルネサンス－事
業

12,422 2008 2020 教育委員会
生涯学習課
文化財保護室

A A B A

27 5-5 文化財保護助成事業 15,564 1955 - 教育委員会
生涯学習課
文化財保護室

A A B A

28 5-5 埋蔵文化財分布発掘調査 31,302 1974 - 教育委員会
生涯学習課
文化財保護室

A A A A

29 5-5 美術館利用促進事業 17,000 2015 2019 教育委員会 生涯学習課 A C B B

30 5-5
あきたの子ども文化体験促進事
業

838 2015 2019 教育委員会 生涯学習課 B B C B

31 5-7
秋田の教育資産を活用した海外
交流促進事業

11,837 2016 2019 教育委員会 教育庁総務課 A A B A

32 6-4 地域子ども・子育て支援事業 270,623 2015 - 教育委員会 幼保推進課 A B C B

33 6-4
保育士資格・幼稚園教諭免許状
取得支援事業

600 2015 2019 教育委員会 幼保推進課 B B C B

34 6-4 保育補助者雇上強化事業 16,594 2016 - 教育委員会 幼保推進課 B C B B

35 6-4 保育士等確保対策事業 35,844 2017 - 教育委員会 幼保推進課 B B B A

※　中間評価の結果、Ｄ「休廃止」、Ｅ「終了」とした場合でも、翌年度以降、取組内容を見直した上で同じ
　事業名称で継続実施する場合がある。
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